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6. 計画段階配慮事項の調査、予測及び評価の結果 

6.1  大気質 

(1)現況 

事業実施区域周辺の大気環境は、表 6.1-1 及び図 6.1-1 に示すとおりである。近年の二酸

化窒素及び浮遊粒子状物質は環境基準を達成し、横ばい又は改善傾向で推移している。 

 

表 6.1-1 事業実施区域周辺の大気環境の現況 

項 目 浅香山駅周辺 中間部 堺東駅周辺以南 

土地利用状況 

（図 6.1-2 参照） 

西側は商工業地区、東側

は関西大学等のある住

居地域となっている。 

西側は商工業地区、東

側は住居地域である。 

東側及び南部は古墳等の

ある住居専用地域が広が

り、西側は市役所などの商

業地が立地する。 

事業実施区域周辺の測

定局における大気汚染

物質の濃度の状況 

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質について環境基準を達成しており、近年横ばい

又は改善傾向にある。 

自動車 NOｘ・PM 法の 

対策地域の指定状況 
堺市全域が指定地域である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）測定局の地点については図 3.2-1 参照. 

図 6.1-1 事業実施区域周辺の測定局の二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の経年推移 

 

(2)予測の概要 

予測項目：建設機械の稼働や工事車両の走行に伴い発生する大気汚染物質（排気ガス及び

粉じん） 

予測地点：事業実施区域全体を対象とした 

予測方法：想定の工事期間、工事車両台数から大気質への影響を定性的に予測する方法 

NO2環境基準（長期的評価）：0.04～0.06ppm のゾーン内又はそれ以下 

SPM 環境基準（長期的評価）：0.1mg/m3以下 
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図 6.1-2 事業実施区域周辺の土地利用状況 

 

市役所 



6-3 

 

(3)工事の概要 

本事業の複数案の概要を表 6.1-2 に示す。 

 

 

表 6.1-2 複数案における工事の概要 

案 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の 

特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事期間 約 13年 約 23 年 約 20 年 約 11 年 

工事車両 約 60,200 台 約 72,200 台 約 105,600 台 約 58,200 台 

 

 

 

 

  

北花田口跨線橋の撤去 

（都）大阪泉泉南線

の地下化 
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(4)発生源の状況 

本事業に伴う大気汚染物質（排気ガス及び粉じん）の発生源の状況は、表 6.1-3 のとおり

である。 

 

表 6.1-3 本事業の実施に伴う大気汚染物質等の発生源の状況 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工

事

の

実

施 

建
設
機
械
の
稼
働 

土

地

の

掘

削 

工事期間 
（用地買収を除く） 

約 13 年 約 23 年 約 20 年 約 11 年 

発生源となる 

工事の概要 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

・跨線橋の撤去工事 

・(都)大阪和泉泉南

線の地下化工事 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

・トンネル工事 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

工
事
車
両 

の
走
行 

工事車両総台数 約 60,200 台 約 72,200 台 約 105,600 台 約 58,200 台 

 

(5)予測結果 

本事業に伴う大気質に及ぼす影響の予測結果を表 6.1-4 に示す。 

 

表 6.1-4 大気質に及ぼす影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・建設機械の稼働 

・土地の掘削 

工事期間及び工

事の種類はＢ、Ｃ

案よりも少ない

ため、建設機械の

稼働及び掘削に

伴う排気ガス及

び粉じんの影響

はＢ、Ｃ案より小

さいと予測され

る。 

工事期間は最も

長く、工事の種類

はＡ、Ｄ案よりも

多いため、建設機

械の稼働及び掘

削に伴う排気ガ

ス及び粉じんの

影響はＡ、Ｄ案よ

りも大きいと予

測される。 

 

工事期間はＢ案

に次いで長く、工

事の種類はＡ、Ｄ

案よりも多いた

め、建設機械の稼

働及び掘削に伴

う排気ガス及び

粉じんの影響は

Ａ、Ｄ案よりも大

きいと予測され

る。 

工事期間及び工

事の種類はＢ、Ｃ

案よりも少ない

ため、建設機械の

稼働及び掘削に

伴う排気ガス及

び粉じんの影響

はＢ、Ｃ案より小

さく、また、Ａ案

と同等であると

予測される。 

工事の実施 

・工事車両の走行 

 

工事車両台数は

Ｂ、Ｃ案よりも少

ないため、工事車

両の走行に伴う

排気ガス及び粉

じんの影響はＢ、

Ｃ案より小さい

と予測される。 

工事車両台数は

Ｃ案に次いで多

いため、工事車両

の走行に伴う排

気ガス及び粉じ

んの影響はＣ案

に次いで大きい

と予測される。 

工事車両台数は

最も多いため、工

事車両の走行に

伴う排気ガス及

び粉じんの影響

は最も大きいと

予測される。 

 

工事車両台数は

Ｂ、Ｃ案よりも少

ないため、工事車

両の走行に伴う

排気ガス及び粉

じんの影響はＢ、

Ｃ案より小さく、

また、Ａ案と同等

であると予測さ

れる。 
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(6)評価 

本事業に伴う大気質に及ぼす影響の評価を表 6.1-5 に示す。 

 

表 6.1-5 大気質に及ぼす影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 ◎ 

工事(高架工事、

側道工事)に伴っ

て排出される排

気ガス及び粉じ

んの影響は、Ｂ、

Ｃ案よりも小さ

いと考えられる。 

高効率機械の選

定や高負荷運転

の防止等の対策

により、大気質へ

の影響を低減す

ることが可能と

考えられる。 

△ 

工事(高架工事、

側道工事、跨線橋

の撤去工事、(都)

大阪和泉泉南線

の地下化工事)に

伴って排出され

る排気ガス及び

粉じんは、Ａ、Ｄ

案よりも多いと

考えられる。ま

た、高効率機械の

選定や高負荷運

転の防止等の対

策を実施しても、

大気質への影響

はＡ、Ｄ案よりも

大きいと考えら

れる。 

△ 

工事(高架工事、

側道工事、トンネ

ル工事)に伴って

排出される排気

ガス及び粉じん

は、Ａ、Ｄ案より

も多いと考えら

れる。また、高効

率機械の選定や

高負荷運転の防

止等の対策を実

施しても、大気質

への影響はＡ、Ｄ

案よりも大きい

と考えられる。 

 

◎ 

工事(高架工事、

側道工事)に伴っ

て排出される排

気ガス及び粉じ

んの影響は、Ｂ、

Ｃ案よりも小さ

いと考えられる。 

高効率機械の選

定や高負荷運転

の防止等の対策

により、大気質へ

の影響を低減す

ることが可能と

考えられる。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 
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6.2  騒音 

(1)現況 

事業実施区域周辺における騒音の環境基準類型指定地域(図 3.1-9)及び騒音の現況を表

6.2-1 にまとめた。 

事業実施区域周辺では、一部の国道に面する地域を除き、騒音の環境基準を達成している

状況（表 3.2-8、表 3.2-9 及び図 3.2-2）である。 

また、大阪府内の在来線における列車走行時の騒音レベルを表 6.2-2 に示す。結果による

と地上（1.5m 地点）騒音レベルは、高架構造が平坦構造よりも低い傾向である。 

 

表 6.2-1 事業実施区域周辺の騒音の環境基準類型指定状況及び環境基準の達成状況 

項 目 浅香山駅周辺 中間部 堺東駅周辺以南 

周辺地域の環境基準

等の類型指定状況 

西側はＣ区域に指定さ

れ、東側は駅前に一部Ｃ

区域があるが、その他住

居地域はＡ区域に指定

されている。 

(都)北公園布忍線の北

側について、西側はＣ

区域、東側はＡ区域が

広く指定されている。 

(都)北公園布忍線以南は、

西側がすべてＣ区域、東側

は堺東駅周辺がＢ区域で

その他住居地域はすべて

Ａ区域に指定。 

騒音に係る 

環境基準の達成状況 

沿道地域で騒音の環境基

準を達成している。 
同左 

国道 310 号等の沿道で環境

基準を超過する自動車騒音

が把握された。 

一般環境地域で騒音の環

境基準を達成している。 

東側地区の一般環境は環境

基準を達成している。 

中高層マンションの

分布状況 
主に東側地域に4～5階の

建築物が存在する。 

主に西側地域に4～10階

の建築物が存在する。 

駅東側に14階の建築物が存

在する。 

 

表 6.2-2 大阪府内の在来線における騒音レベル（資料調査） 

軌道構造 地点数 
ピーク騒音レベル（dB） 等価騒音レベル（dB） 

最小～最大 平均 最小～最大 平均 

平 坦 28 76～87 83.1 57～71 65.4 

高 架 17 67～80 73.8 51～63 57.8 

盛 土 15 72～87 81.2 54～70 63.8 

全 体 60 67～87 81.3 51～71 63.8 

注 1） 測定値は、測定点に近い軌道の中心から概ね 12.5ｍ地点での値。 

 2） 測定は平成 13～15 年に実施。 

出典：大阪府環境白書 2017 9-7 騒音振動関係データ 
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(2)予測の概要 

予測項目：工事の実施及び列車の走行に伴う騒音レベル 

予測地点：（工事の実施）事業実施区域全体を対象とした 

（列車の走行） 堺東駅周辺とした 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測方法： 

（工事の実施） 

想定の工事期間、工事車両台数から騒音への影響を定性的に予測する方法 

（施設等の供用） 

「在来鉄道騒音の予測評価手法について」における予測モデル（提案）式を用いた計

算により、騒音の発生状況を比較する方法 

 

供用時の列車の走行に伴う騒音予測モデルは、在来線の走行音に関する予測方法として

「在来鉄道騒音の予測評価手法について」（騒音制御 Vol.20 No.3 1996.6(日本騒音制御工学

会) (財)鉄道総合技術研究所 森藤ら）の提案式（下式）を用いた。 

なお、走行する列車本数(編成数含)とそれに伴う速度等が未定であるため、騒音レベル（Ｌ

Amax）を確認した。 

 

  

1 層高架 

2 層高架 

図 6.2-1 高架構造のイメージ図 
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・転動音 

LAmax(R) = PWLR − 5 − 10log10d1 + 10log10 {
(l 2d1
⁄ )

1 + (l 2d1
⁄ )

2 + tan−1 [
l

2d1
]} + 𝛼1 

LAmax(R)：転動音の騒音レベル最大値（デシベル） 

PWLR     ：転動音の音源パワーレベル（デシベル） 

PWLR = PWLR(100) + 30log10(
V
100⁄ ) 

スラブ軌道 ：PWLR (100) ＝ 100～105 デジベル 

バラスト軌道：PWLR (100) ＝  95～105 デジベル 

d1：列車走行軌道中心と受音点間の距離（ｍ） 

l：列車長（ｍ） 

V：列車速度（km/h） 

α１：防音壁による遮へい減衰効果（デシベル） 

 

 

 

 

 

 

 

・構造物音 

LAmax(C) = PWLC − 5 − 10log10d2 + 10log10 {
(l 2d2
⁄ )

1 + (l 2d2
⁄ )

2 + tan−1 [
l

2d2
]} +Δ𝐿𝐶 

LAmax(C)：構造物音の騒音レベル最大値（デシベル） 

PWLC     ：構造物音の音源パワーレベル（デシベル） 

PWLC = PWLC(100) + 20log10(
V
100⁄ ) 

d2：構造物下面中央と受音点間の距離（ｍ） 

ΔＬC：補正値（デシベル） 

r＜4h の場合：ΔＬC＝０ 

r＞4h の場合：ΔＬC＝－10log10(r/4h) 

ｒ：高架橋中央と受音点の水平距離（ｍ） 

h：高架橋下面の地面からの高さ（ｍ） 
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・車両機器音 

LAmax(M) = PWLM − 5 − 10log10d1 + 10log10 {
(l 2d1
⁄ )

1 + (l 2d1
⁄ )

2 + tan−1 [
l

2d1
]} + 𝛼1 

LAmax(M)：車両機器音の騒音レベル最大値（デシベル） 

PWLM     ：車両機器音の音源パワーレベル（デシベル） 

PWLM = 60log10(
nV

100⁄ ) + 10log10 (
𝑙𝑀

𝑙
⁄ ) + 𝐵 

外扇型モーターの場合 

スラブ軌道 ：B ＝67 デジベル 

バラスト軌道：B ＝62 デジベル 

内扇型モーターの場合 

スラブ軌道 ：B ＝57 デジベル 

バラスト軌道：B ＝52 デジベル 

n ：歯車比 

lM：モーター搭載車両の長さの合計（ｍ） 

α１：防音壁による遮へい減衰効果（デシベル） 

 

・騒音レベルの合成 

LAmax = 10log10 {10
𝐿𝐴𝑚𝑎𝑥(𝑅)

10 + 10
𝐿𝐴𝑚𝑎𝑥(𝐶)

10 + 10
𝐿𝐴𝑚𝑎𝑥(𝑀)

10 } 

LAmax(C)：騒音レベル最大値（合成）（デシベル） 

LAmax(R)：転動音の騒音レベル最大値（デシベル） 

LAmax(C)：構造物音の騒音レベル最大値（デシベル） 

LAmax(M)：車両機器音の騒音レベル最大値（デシベル） 
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(3)発生源の状況 

本事業における騒音発生源の状況を表 6.2-3 に示す。 

 

表 6.2-3 本事業の実施に伴う騒音発生源の状況 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工

事

の

実

施 

建
設
機
械
の
稼
働 

工事期間 
（用地買収を除く） 

約 13 年 約 23 年 約 20 年 約 11 年 

発生源となる 

工事の概要 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

・跨線橋の撤去工事 

・(都)大阪和泉泉南

線の地下化工事 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

・トンネル工事 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

工
事
車
両 

の
走
行 

工事車両総台数 約 60,200 台 約 72,200 台 約 105,600 台 約 58,200 台 

施
設
等
の
供
用 

列
車
の
走
行 

鉄道立体構造 高架構造 高架構造 

堺東駅周辺は 

地下構造 

浅香山駅周辺は

高架構造 

高架構造 

 

(4)予測結果 

1) 工事の実施 

工事の実施に伴う騒音による影響の予測結果を、表 6.2-4 に示す。 

 

表 6.2-4 工事の実施に伴う騒音による影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・建設機械の稼働 

 

工事期間及び工

事の種類はＢ、Ｃ

案よりも少ない

ため、建設機械の

稼働及び掘削に

伴う騒音の影響

はＢ、Ｃ案より小

さいと予測され

る。 

工事期間は最も

長く、工事の種類

はＡ、Ｄ案よりも

多いため、建設機

械の稼働に伴う

騒音の影響はＡ、

Ｄ案よりも大き

いと予測される。 

 

工事期間はＢ案

に次いで長く、工

事の種類はＡ、Ｄ

案よりも多いた

め、建設機械の稼

働に伴う騒音の

影響はＡ、Ｄ案よ

りも大きいと予

測される。 

工事期間及び工

事の種類はＢ、Ｃ

案よりも少ない

ため、建設機械の

稼働及び掘削に

伴う騒音の影響

はＢ、Ｃ案より小

さく、また、Ａ案

と同等であると

予測される。 

工事の実施 

・工事車両の走行 

 

工事車両台数は

Ｂ、Ｃ案よりも少

ないため、工事車

両の走行に伴う

騒音の影響はＢ、

Ｃ案より小さい

と予測される。 

工事車両台数は

Ｃ案に次いで多

いため、工事車両

の走行による騒

音の影響はＣ案

に次いで大きい

と予測される。 

工事車両台数は

最も多いため、工

事車両の走行に

よる騒音の影響

は最も大きいと

予測される。 

 

工事車両台数は

Ｂ、Ｃ案よりも少

ないため、工事車

両の走行に伴う

騒音の影響はＢ、

Ｃ案より小さく、

また、Ａ案と同等

であると予測さ

れる。 
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2) 施設等の供用 

本事業の実施に伴う騒音の影響の予測結果を図 6.2-2 及び表 6.2-5 に示す。 

 

 

【２層高架部】 

 

 

 

 

 

 

【1 層高架部】 

 

 

 

 

 

 

注）濃い色ほど高い値を示す. 

図 6.2-2 列車走行時の等騒音レベル断面コンター 

 

 

 

表 6.2-5 施設等の供用に伴う騒音による影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

施設等の供用 

・列車の走行 

 

堺東駅周辺の地

上騒音レベルは

低減する一方、高

架部(2 層高架)か

ら発生する騒音

は、地上約 24m 付

近で最も影響が

大きくなると予

測される。 

堺東駅周辺の地

上騒音レベルは

低減する一方、高

架部(1 層高架)か

ら発生する騒音

は、地上約 18m 付

近で最も影響が

大きくなると予

測される。 

堺東駅周辺では

地下構造となる

ため、騒音による

影響は他案と比

較して小さいと

予測される。 

堺東駅周辺の地

上騒音レベルは

低減する一方、高

架部(2 層高架)か

ら発生する騒音

は、地上約 24m 付

近で最も影響が

大きくなると予

測される。 

 

  

地上11m 

地上17m 

地
盤
面
か
ら
の
高
さ 

地
盤
面
か
ら
の
高
さ 

18m 

24m 
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(5)評価 

事業の実施に伴う騒音による影響の評価結果を表 6.2-6 に示す。 

 

表 6.2-6 騒音による評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 ◎ 

工事による騒音

の影響はＢ、Ｃ案

よりも小さい。 

低騒音型機械の

選定や工事箇所

における防音シ

ート敷設等の対

策により、周辺へ

の影響を低減す

ることが可能と

考えられる。 

△ 

低騒音型機械の

選定や工事箇所

における防音シ

ート敷設等の対

策を実施しても、

工事による騒音

の影響はＡ、Ｄ案

よりも大きいと

考えられる。 

△ 

低騒音型機械の

選定や工事箇所

における防音シ

ート敷設等の対

策を実施しても、

工事による騒音

の影響はＡ、Ｄ案

よりも大きいと

考えられる。 

◎ 

工事による騒音

の影響はＢ、Ｃ案

よりも小さい。 

低騒音型機械の

選定や工事箇所

における防音シ

ート敷設等の対

策により、周辺へ

の影響を低減す

ることが可能と

考えられる。 

施設等の供用 

・列車の走行 

 

○ 

堺東駅周辺では

列車の走行に伴

う騒音の影響が

地上では小さく

なり、地上 24m 付

近では最大とな

るが、遮音壁を設

置する等の対策

により、周辺環境

への影響を低減

することが可能

と考えられる。 

○ 

堺東駅周辺では

列車の走行に伴

う騒音の影響が

地上では小さく

なり、地上 18m 付

近では最大とな

るが、遮音壁を設

置する等の対策

により、周辺環境

への影響を低減

することが可能

と考えられる。 

◎ 

堺東駅周辺では、

騒音による影響

は他案と比較し

て小さいと考え

られる。 

 

○ 

堺東駅周辺では

列車の走行に伴

う騒音の影響が

地上では小さく

なり、地上 24m 付

近では最大とな

るが、遮音壁を設

置する等の対策

により、周辺環境

への影響を低減

することが可能

と考えられる。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 
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6.3  振動 

(1)現況 

事業実施区域周辺の振動規制地域の状況を表 6.3-1 及び図 6.3-1 に示す。 

事業実施区域周辺の振動の現況は、道路沿道においても要請限度を大きく下回っており、

良好な状態にある。 

大阪府内の在来線における列車走行に伴う振動レベルについて、表 6.3-2 に示す。これに

よると軌道沿線の振動レベルは、高架部が平坦部よりも同程度または低い状況である。 

 

表 6.3-1 事業実施区域周辺の振動規制地域の指定状況 

項 目 浅香山駅周辺 中間部 堺東駅周辺以南 

周辺地域の振動規制

区域の指定状況 

西側は第2種区域に指定

され、東側は駅前に一部

第 2 種区域があるが、そ

の他住居地域は第1種区

域に指定されている。 

(都)北公園布忍線の北

側について、西側は第

2 種区域、東側は第 1

種区域が広く指定され

ている。 

(都)北公園布忍線以南は、

西側の堺東駅周辺が第 2

種区域、それ以南及び東側

は第 1 種区域に指定され

ている。 

 

 

 

図 6.3-1 事業実施区域周辺の振動規制地域図 

浅香山駅 

Ｎ 

堺東駅 
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表 6.3-2 大阪府内の在来線における振動レベル（資料調査） 

軌道構造 地点数 
振動レベル（dB） 

最小～最大 平均 

平 坦 28 47～64 55.8 

高 架 17 48～60 54.0 

盛 土 15 47～61 53.3 

全 体 60 47～64 54.7 

注 1）測定値は、測定点に近い軌道の中心から概ね 12.5ｍ地点での値。 

 2）測定は平成 13～15 年に実施。 

出典：大阪府環境白書 2017 9-7 騒音振動関係データ 

 

(2)予測の概要 

予測項目：工事の実施及び列車走行に伴う振動レベル 

予測地点：事業実施区域全体を対象とした 

予測方法： 

（工事の実施） 

想定の工事期間、工事車両台数から振動への影響を定性的に予測する方法 

（施設等の供用） 

複数案(４案)の鉄道立体構造毎に、振動の発生状況を定性的に比較する方法 

 

(3)発生源の状況 

本事業の実施に伴う振動発生源の状況を表 6.3-3 に示す。 

 

表 6.3-3 本事業の実施に伴う振動発生源の状況 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工

事

の

実

施 

建
設
機
械
の
稼
働 

工事期間 
（用地買収を除く） 

約 13 年 約 23 年 約 20 年 約 11 年 

発生源となる 

工事の概要 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

・跨線橋の撤去工事 

・(都)大阪和泉泉南

線の地下化工事 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

・トンネル工事 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

工
事
車
両 

の
走
行 

工事車両総台数 約 60,200 台 約 72,200 台 約 105,600 台 約 58,200 台 

施
設
等
の
供
用 

列
車
の
走
行 

鉄道立体構造 高架構造 高架構造 

堺東駅周辺は 

地下構造 

浅香山駅周辺は

高架構造 

高架構造 
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(4)予測結果 

1) 工事の実施 

工事の実施に伴う振動による影響の予測結果を表 6.3-4 に示す。 

 

表 6.3-4 工事の実施に伴う振動による影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・建設機械の稼働 

 

工事期間及び工

事の種類はＢ、Ｃ

案よりも少ない

ため、建設機械の

稼働及び掘削に

伴う振動の影響

はＢ、Ｃ案より小

さいと予測され

る。 

工事期間は最も

長く、工事の種類

はＡ、Ｄ案よりも

多いため、建設機

械の稼働による

振動の影響はＡ、

Ｄ案よりも大き

いと予測される。 

 

工事期間はＢ案

に次いで長く、工

事の種類はＡ、Ｄ

案よりも多いた

め、建設機械の稼

働による振動の

影響はＡ、Ｄ案よ

りも大きいと予

測される。 

工事期間及び工

事の種類はＢ、Ｃ

案よりも少ない

ため、建設機械の

稼働及び掘削に

伴う振動の影響

はＢ、Ｃ案より小

さく、また、Ａ案

と同等であると

予測される。 

工事の実施 

・工事車両の走行 

 

工事車両台数は

Ｂ、Ｃ案よりも少

ないため、工事車

両の走行に伴う

振動の影響はＢ、

Ｃ案より小さい

と予測される。 

工事車両台数は

Ｃ案に次いで多

いため、工事車両

の走行による振

動の影響はＣ案

に次いで大きい

と予測される。 

工事車両台数は

最も多いため、工

事車両の走行に

よる振動の影響

は最も大きいと

予測される。 

 

工事車両台数は

Ｂ、Ｃ案よりも少

ないため、工事車

両の走行に伴う

振動の影響はＢ、

Ｃ案より小さく、

また、Ａ案と同等

であると予測さ

れる。 

 

2) 施設等の供用 

施設等の供用に伴う振動による影響の予測結果を表 6.3-5 に示す。 

 

表 6.3-5 施設等の供用に伴う振動による影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

施設等の供用 

・列車の走行 

 

高架化により列

車の走行及び鉄

道構造物から発

生する振動の影

響は、現況と同程

度又は軽減する

と予測される。 

高架化により列

車の走行及び鉄

道構造物から発

生する振動の影

響は、現況と同程

度又は軽減する

と予測される。 

(堺東駅周辺) 

地下化により列車

の走行及び鉄道構

造物から発生す

る振動の影響は、

他案と比較して小

さいと予測され

る。 

(浅香山駅周辺) 

高架化により列

車及び鉄道構造

物から発生する

振動の影響は、現

況と同程度又は

軽減すると予測

される。 

高架化により列

車の走行及び鉄

道構造物から発

生する振動の影

響は、現況と同程

度又は軽減する

と予測される。 
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(5)評価 

本事業の実施に伴う振動の影響の評価結果を表 6.3-6 に示す。 

 

表 6.3-6 振動による影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

 

◎ 

工事による振動

の影響はＢ、Ｃ案

よりも小さいと

考えられる。 

また、低振動型機

械の選定等によ

り、周辺環境への

影響を回避・低減

できると考えら

れる。 

△ 

低振動型機械の

選定等の対策を

実施しても、工事

による振動の影

響はＡ、Ｄ案より

も大きいと考え

られる。 

△ 

低振動型機械の

選定等の対策を

実施しても、工事

による振動の影

響はＡ、Ｄ案より

も大きいと考え

られる。 

◎ 

工事による振動

の影響はＢ、Ｃ案

よりも小さいと

考えられる。 

また、低振動型機

械の選定等によ

り、周辺環境への

影響を回避・低減

できると考えら

れる。 

施設等の供用 

 

○ 

施設等の供用に

よる振動の影響

は、現況と同程度

又は軽減すると

考えられる。 

○ 

施設等の供用に

よる振動の影響

は、現況と同程度

又は軽減すると

考えられる。 

◎ 

施設等の供用に

よる振動の影響

は最も小さいと

考えられる。 

 

○ 

施設等の供用に

よる振動の影響

は、現況と同程度

又は軽減すると

考えられる。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 
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6.4  低周波音 

(1)現況 

「建設工事の環境対策要領(騒音対策編) (社)大阪建設業協会 環境委員会」によると、

建設機械の内、低速大出力の機械（空気圧縮機、送風機など）、振動機械（振動ふるいなど）

から発生しやすく、窓をがたつかせるなどの影響があるとされている。 

 

(2)予測の概要 

予測項目：工事の実施に伴う低周波音 

予測地点：事業実施区域全体を対象とした 

予測方法：工事に使用する建設機械稼働時の低周波音の影響を定性的に予測する方法 

 

(3)発生源の状況 

本事業の実施に伴う低周波音の発生源の状況を表 6.4-1 に示す。 

 

表 6.4-1 本事業の実施に伴う低周波音の発生源の状況 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・建設機械の稼働 

 

ディーゼルエン

ジンが搭載され

た建設機械 

ディーゼルエン

ジンが搭載され

た建設機械 

ディーゼルエン

ジンが搭載され

た建設機械及び

トンネル工事用

のシールドマシ

ーン等 

ディーゼルエン

ジンが搭載され

た建設機械 
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(4)予測結果 

本事業の実施に伴う低周波音による影響の予測結果を表 6.4-2 に示す。 

 

表 6.4-2 低周波音による影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・建設機械の稼働 

 

ディーゼルエン

ジンが搭載され

た建設機械から

低周波音の発生

が予測される。 

ディーゼルエン

ジンが搭載され

た建設機械から

低周波音の発生

が予測される。 

ディーゼルエン

ジンが搭載され

た建設機械及び

トンネル工事用

のシールドマシ

ーン等からも低

周波音の発生が

考えられ、その影

響は最も大きい

と予測される。 

ディーゼルエン

ジンが搭載され

た建設機械から

低周波音の発生

が予測される。 

 
 

(5)評価 

本事業の実施に伴う低周波音による影響の評価結果を表 6.4-3 に示す。 

 

表 6.4-3 低周波音による影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・建設機械の稼働 

 

○ 

低周波音の影響

は、Ｃ案よりも小

さいと考えられ

る。 

○ 

低周波音の影響

は、Ｃ案よりも小

さいと考えられ

る。 

△ 

低周波音の影響

は他案より大き

いと考えられ、ま

た、周辺への影響

も大きいと考え

られる。 

○ 

低周波音の影響

は、Ｃ案よりも小

さいと考えられ

る。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 
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6.5  地盤沈下 

(1)現況 

地盤沈下は、粘土層の間にある、礫・砂層などの間隙に閉じ込められた地下水を過剰揚水

することにより、粘土層からの間隙水が絞り出され、その粘土層が収縮することにより地面

が沈む現象を示す（国土交通省 中部地方整備局資料より引用）。 

大阪府による地下水利用及び地盤沈下の状況は、図 3.1-8 に示したとおりで、堺市では地

下水位が回復し、広域的には地盤沈下は発生しにくい状況である。 

 

【地形及び地質の状況】 

事業実施区域の周辺の地質は、図 3.3-3 治水地形分類図及び図 3.3-4 表層地質図に示した

とおり、丘陵地及び段丘斜面における礫及び砂から構成されている。 

また、浅香山駅北から大和川河川敷にかけては、氾濫低地における砂及び粘土（沖積層）

が確認されるが、本事業の大規模な掘削区間には該当しない。 

 

【地下水及び地盤の状況】 

事業実施区域の周辺の地下水位は、図 6.5-1 のとおり事業実施区域の東側が高く西側が低

い状況であり、断層が存在するものの、おおむね東から西又は北西方向へ流下していると判

断される。 

図 6.5-1 によると、地表 20ｍ程度の地質は、粘土の上に砂礫や砂質土が堆積した状態が続

き、柱状図右に示すＮ値から判断する軟弱地盤（砂質土 5以下、粘性土 3以下）は、地点 24Ba18

の表層 3～5ｍ程度の沖積層の粘性土として確認される。 
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（凡 例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：新編大阪地盤図（1987 コロナ社） 

図 6.5-1 周辺の地下水標高及び地盤の状況 

 

(2)予測の概要 

予測項目：掘削工事に伴う地盤沈下 

予測地点：事業実施区域全体を対象とした 

予測方法：事業実施区域周辺の地形、地質及び地下水等の状況から、工事による地盤沈下

への影響を定性的に予測する方法 

 

(3)事業の影響要因 

建設工事の施工時に地下水を排除することが行われた場合に、局地的に次のような現象が

発生する可能性がある。 

 

自由・被圧井戸の水位低下 井戸枯渇 

掘削工事    地下水位低下 

粘土層等の圧密沈下   地盤沈下 

出典）『滋賀県における環境影響評価の手引き』滋賀県（平成 5年度版） 

 

24Ba18 
（2.53） 

24Ba20 
（2.85） 

24Ba19 
（14.1） 

 

（ ）は地下水標高(O.P.+)（m） 
柱状図右の数はＮ値. 

沖積層粘性土 
（軟弱地盤） 

Ｎ 
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(4)予測結果 

本事業の実施に伴う地盤沈下の影響の予測結果を表 6.5-1 に示す。 

 

表 6.5-1 地盤沈下による影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・土地の掘削 

 

高架工事の掘削

は、Ｂ、Ｃ案より

も少ないため、地

下水位の低下に

よる地盤沈下の

可能性はＢ、Ｃ案

よりも小さいと

予測される。 

 

高架工事、跨線橋

の撤去工事及び

(都)大阪和泉泉

南線の地下化工

事の掘削は、Ａ、

Ｄ案よりも多い

ことから、地下水

位の低下による

地盤沈下の可能

性はＡ、Ｄ案より

も大きいと予測

される。 

高架工事及びト

ンネル工事の掘

削は、Ａ、Ｄ案よ

りも多いことか

ら、地下水位の低

下による地盤沈

下の可能性はＡ、

Ｄ案よりも大き

いと予測される。 

高架工事の掘削

は、Ｂ、Ｃ案より

も少ないため、地

下水位の低下に

よる地盤沈下の

可能性はＢ、Ｃ案

よりも小さく、ま

た、Ａ案と同等で

あると予測され

る。 

 

(5)評価 

本事業の実施に伴う地盤沈下の影響の評価結果を表 6.5-2 に示す。 

 

表 6.5-2 地盤沈下による影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・土地の掘削 

 

◎ 

工事に伴う地盤

沈下の影響は、

Ｂ、Ｃ案よりも小

さいと考えられ

る。また、地下水

の適切な止水対

策を実施するこ

とで、影響を低減

できると考えら

れる。 

△ 

工事に伴う地盤

沈下の影響は、

Ａ、Ｄ案よりも大

きいと考えられ

る。また、地下水

の適切な止水対

策を実施しても、

影響の低減はＡ、

Ｄ案より困難で

あると考えられ

る。 

△ 

工事に伴う地盤

沈下の影響は、

Ａ、Ｄ案よりも大

きいと考えられ

る。また、地下水

の適切な止水対

策を実施しても、

影響の低減はＡ、

Ｄ案より困難で

あると考えられ

る。 

◎ 

工事に伴う地盤

沈下の影響は、

Ｂ、Ｃ案よりも小

さいと考えられ

る。また、地下水

の適切な止水対

策を実施するこ

とで、影響を低減

できると考えら

れる。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 
 
   



 

6-22 

 

6.6  日照阻害 

(1)現況 

複数案(４案)に係る縦断イメージ図を図 6.6-1 に、堺市における日影規制を表 6.6-1 に示

す。沿線に近接する民家は東側に多く、一部中高層住居専用地域となっており、鉄道敷から

10ｍ以内の近接区域は日影時間 4時間未満、10ｍ超の地区は日影時間 2.5時間の制限がある。 

 

【Ａ案】 

 

 

 

【Ｂ案】 

 

 

 

【Ｃ案】 

 

 

 

【Ｄ案】 

 
 

 

 

図 6.6-1 複数案の縦断イメージ図 

 

表 6.6-1 堺市における日影規制 

用途地域 制限を受ける建築物 
平均地盤
面からの
高さ(m) 

規制される範囲 

(敷地境界線からの水平距離) 

5m～10m 10m 超 

第 1 種低層 

住居専用地域 

建ぺい率 40％ 

容積率 80％ 

軒の高さが7mを超える建築物又は
地階を除く階数が 3以上の建築物 

1.5 ３時間 ２時間 

建ぺい率 50％ 

容積率 100％ 

軒の高さが7mを超える建築物又は
地階を除く階数が 3以上の建築物 

1.5 ４時間 ２.５時間 

第 2 種低層住居専用地域 
軒の高さが7mを超える建築物又は
地階を除く階数が 3以上の建築物 

1.5 ４時間 ２.５時間 

第 1 種中高層住居専用地域 

第 2 種中高層住居専用地域 
高さが 10m を超える建築物 4 ４時間 ２.５時間 

第 1 種、第 2種住居地域 

準住居地域 
高さが 10m を超える建築物 4 ５時間 ３時間 

用途地域の指定のない区域 高さが 10m を超える建築物 4 ４時間 ２.５時間 

（備考）この表において日影時間とは、冬至日の真太陽時の午前 8時から午後 4時までに日影となる時間 
出典：堺市「日影による中高層の建築物の高さの制限」  
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(2)予測の概要 

予測項目：施設等の存在に伴う日影の発生状況（日影時間） 

予測地点：複数案(４案)の鉄道立体構造の異なる堺東駅から浅香山駅間の代表地点として、

最も高架構造が高くなる北花田口跨線橋付近とした。 

（予測地点の緯度経度は表 6.6-2） 

予測位置：日照阻害の予測位置（高さ）は、事業実施区域の都市計画用途地域の指定状況

は表 6.6-1 のとおり、地上 4ｍを対象とする。 

 

表 6.6-2 日照阻害の予測地点の概要 

地点名 緯度 経度 赤緯 

北花田口跨線橋付近 34°34′41″ 135°29′8″ -23°27′（冬至） 

 

予測方法：構造物の高さ・方位等を勘案し、冬至日の日影発生時間を計算し、日影基準と

比較する方法 

高架構造物による日影長さは、時刻ごとに太陽の高度・方位及び高架の高さ・

方位等から次式を用いて計算し、予測に当たっては、真太陽時を使用した。 

なお、橋脚の間から日が差し込む状況は考慮せず、計算上は壁状の構造物を仮

定した。 

 

-基本計算式- 

＜太陽高度を求める式＞ sinＺ＝sinφ⋅sinδ＋cosφ・cosδ・cosｔ 

＜太陽の方位を求める式＞ 

sinＺ・sinφ－sinδ 
cosθ＝ ――――――――――― 

cosＺ・cosφ 

＜影の絶対長さを求める式＞ Ｌ＝Ｈ・cotＺ 

＜高架構造物による影の長さを求める式＞ 

高架に直角にとった対象構造物から日影線までの水平距離 

l＝Ｈ・cotＺ・cos(θ－α) 

ここで、Ｚ：太陽高度 

θ：太陽の方位角 

δ：太陽の赤緯（冬至における値は－23°27´） 

φ ：対象地域の緯度（34°45´） 

ｔ：時角（１時間について15°の割合で、12 時を中心にとった値。午前はマイナス、午後はプラスとなる） 

Ｌ：ある時刻における日影の絶対長さ（ｍ） 

Ｈ：高架構造物（高欄まで）の高さ（ｍ） 

α：高架構造物に直角な線が北からなす角度、つまり軌道の法線（延長方向）

西からなす角度。右まわりをプラスにとる。（方位角） 
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(3)事業の影響要因 

本事業の実施に伴う日照阻害の発生要因を表 6.6-3 に示す。 

複数案(４案)における高架構造物の標準高さは図 6.6-2 のとおりであり、日影の発生イメ

ージを図 6.6-3 に示す。 

 

表 6.6-3 本事業の実施に伴う日照阻害の発生要因（鉄道立体構造） 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

施設 

等の 

存在 

高架構造物 

堺東駅周辺(2 層高架) 

浅香山駅周辺(1 層高架) 

高架構造物 

堺東駅周辺(1 層高架) 

浅香山駅周辺(1 層高架) 

地下構造物 

堺東駅周辺(1 層地下) 

高架構造物 

浅香山駅周辺(1 層高架) 

高架構造物 

堺東駅周辺(2 層高架) 

浅香山駅周辺(1 層高架) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.6-2 複数案の日影発生に係る高架構造物標準高さ 

 

 

 

 

高架構造物 

 

（午前に発生する日影） 

（午後に発生する日影） 

 

 

図 6.6-3 南北方向の高架構造物に係る日影の発生イメージ 

 

  

2 層高架 1 層高架 

約 11ｍ 
約 17ｍ 

東 西 
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(4)予測結果 

本事業の実施に伴う日照阻害の予測結果を表 6.6-4 に示す。また、図 6.6-4 に、北花田口

跨線橋付近における 1層高架及び 2層高架の日影時間を予測した図を示す。 

 

表 6.6-4 日照阻害による影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

施設等の存在 北花田口跨線橋

付近において、東

側の住居地域で

は最大 2 時間程

度、また、西側の

商工業地域では

最大3時間程度の

日影が発生する

と予測される。 

北花田口跨線橋

付近において、東

側の住居地域で

は最大 2 時間程

度、また、西側の

商工業地域では

最大2時間程度の

日影が発生する

と予測される。 

北花田口跨線橋

はトンネル部の

ため日影が発生

しないと予測さ

れる。 

北花田口跨線橋

付近において、東

側の住居地域で

は最大 2 時間程

度、また、西側の

商工業地域では

最大3時間程度の

日影が発生する

と予測される。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）黒線は冬至日における 8時～16 時における日影の発生時間を示す. 

図 6.6-4 北花田口跨線橋付近における高架構造物（11m と 17m）の等時間日影線図 

 

  

第 1 種 
住居地域 

近隣商業地域 

第 2 種中高層 
住居専用地域 

準工業地域 

商 業 地域 

 
第 2 種中高層 
住 居 専 用 地 域 

Ｂ案 1 層高架 11m の場合 Ａ,Ｄ案 2 層高架 17m の場合 

第 1 種低層 
住居専用地域 

第 1 種低層 
住居専用地域 

近隣商業地域 
商 業 地域 

準工業地域 

4時間 

3時間 

4時間 

2時間 

3時間 

1時間 

0時間 

第 2 種中高層 
住居専用地域 

0時間 

0時間 

1時間 

2時間 

3時間 

1時間 

3時間 

2時間 

第 1 種 
住居地域 

1時間 

0 時間 

2時間 

Ｎ Ｎ 
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(5)評価 

本事業の実施に伴う日照阻害の影響の評価結果を表 6.6-5 に示す。 

 

表 6.6-5 日照阻害による影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

施設等の存在 ○ 

堺市の日影基準

を満足できるた

め、日照阻害によ

る影響は小さい

と考えられる。 

○ 

堺市の日影基準

を満足できるた

め、日照阻害によ

る影響は小さい

と考えられる。 

◎ 

北花田口跨線橋

では、日照阻害に

よる影響は発生

しないと考えら

れる。 

○ 

堺市の日影基準

を満足できるた

め、日照阻害によ

る影響は小さい

と考えられる。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 
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6.7  光害 

(1)現況 

事業実施区域周辺の治水地形分類図 図 3.3-3 に記載のとおり、事業実施区域の東側が台地

状の住居地域であり、西側よりも東側地区の標高が高い形状となっている。 

また、事業実施区域は堺市の中心部であり、街頭や照明灯などが多く、周辺に動植物の保

全対象地区も存在していない。 

 

(2)予測の概要 

予測項目：工事に伴う漏れ光による周辺環境への影響の程度 

予測地点：堺東駅周辺を対象とした 

（堺東駅周辺以外は各案とも影響の違いがないと考えられるため） 

予測方法：高架工事による漏れ光が、周辺へ及ぼす影響を定性的に予測する方法 

 

(3)事業の影響要因 

本事業の実施に伴う光害の影響要因を表 6.7-1 に示す。また、本事業複数案に係る構造物

高さは、日照阻害の項目 図 6.6-1 で述べたとおりである。 

 

表 6.7-1 本事業の実施に伴う光害の影響要因 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・建設機械の稼働 
夜間工事時の漏れ光 
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(4)予測結果 

本事業の実施に伴う光害の影響の予測結果を表 6.7-2 に示す。 

 

表 6.7-2 光害による影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・建設機械の稼働 

 

堺東駅周辺は２

層高架のため、漏

れ光の影響がＢ、

Ｃ案よりも広範

囲に影響が及ぶ

と予測される。 

堺東駅周辺は１

層高架のため、漏

れ光の影響が及

ぶ範囲はＡ、Ｄ案

よりも小さく、ま

た、その影響は

Ａ、Ｄ案と同等で

あると予測され

る。 

堺東駅周辺のト

ンネル工事では

他案と比較して

漏れ光の大きな

影響は発生しな

いと予測される。 

堺東駅周辺は２

層高架のため、漏

れ光の影響がＢ、

Ｃ案よりも広範

囲に影響が及ぶ

と予測される。 

 

(5)評価 

本事業の実施に伴う光害の影響の評価結果を表 6.7-3 に示す。 

 

表 6.7-3 光害による影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・建設機械の稼働 

 

○ 

高架部の夜間工

事において、漏れ

光が発生するも、

周辺住居地域へ

の影響を低減す

ることは可能で

ある。 

○ 

高架部の夜間工

事において、漏れ

光が発生するも、

周辺住居地域へ

の影響を低減す

ることは可能で

ある。 

◎ 

堺東駅周辺では

地下構造となる

ため、漏れ光の影

響は他案と比較

して小さいと考

えられる。 

浅香山駅周辺に

ついては他案同

様の対策を行い、

漏れ光の影響を

低減することは

可能である。 

○ 

高架部の夜間工

事において、漏れ

光が発生するも、

周辺住居地域へ

の影響を低減す

ることは可能で

ある。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 

 

  



 

6-29 

 

6.8  コミュニティの分断 

(1)現況 

事業実施区域には、図 6.8-1 に示す 10

箇所の踏切があるため東西地区の分断の

要因となっている。 

 

(2)予測の概要 

予測項目：立体化後の東西地区の 

分断の状況 

予測地点：事業実施区域全体を 

対象とした 

予測方法：踏切の除却状況から 

定性的に予測する方法 

 

 

 

 

図 6.8-1 踏切の存在及び東西地区の状況 

(3)事業の影響要因 

複数案(４案)（表 6.1-2 に示す） 

 

(4)予測結果 

本事業の実施に伴うコミュニティの分断による影響の予測結果を表 6.8-1 に示す。 

 

表 6.8-1 本事業の実施に伴うコミュニティの分断による影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

施設等の存在 10 箇所の踏切が

除却され、東西地

区の分断が解消

される。 

10 箇所の踏切が

除却され、東西地

区の分断が解消

される。 

浅香山5号踏切が

地下から地上へ

の変化区間とな

るため通行がで

きず、横断のため

には大きな迂回

が必要となる。 

10 箇所の踏切が

除却され、東西地

区の分断が解消

される。 
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図 6.8-2 Ｃ案縦断イメージ図 

 

(5)評価 

本事業の実施に伴うコミュニティ分断による影響の評価結果を表 6.8-2 に示す。 

 
 

表 6.8-2 コミュニティの分断による影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

施設等の存在 ◎ 

踏切をすべて除

却することが可

能であるため、コ

ミュニティ（東西

地区）の分断が解

消される。 

◎ 

踏切をすべて除

却することが可

能であるため、コ

ミュニティ(東西

地区)の分断が解

消される。 

△ 

浅香山5号踏切に

おけるコミュニ

ティ(東西地区)

の分断が解消さ

れないと考えら

れる。 

◎ 

踏切をすべて除

却することが可

能であるため、コ

ミュニティ(東西

地区)の分断が解

消される。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 

 

 

 

  

浅香山５号踏切 
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6.9  水象（地下水） 

(1)現況 

事業実施区域周辺の地下水の状況を表 6.9-1 に、また、事業実施区域周辺の地下水位の状

況を図 6.9-1 に示す。 

 

表 6.9-1 事業実施区域周辺の地下水の状況 

項目 浅香山駅周辺 中間部 堺東駅周辺以南 

地下水の取水の規制に 

関する指定地域 
存在しない 存在しない 存在しない 

湧水及び名水の状況 存在しない 存在しない 存在しない 

地下水位 Ｇ.Ｌ.-2ｍ程度 Ｇ.Ｌ.-2.5ｍ程度 Ｇ.Ｌ.-3ｍ程度 

 

地下水位は、地盤沈下の項でも記載したとおり概ね G.L.-2～-3ｍで、おおむね東から西又

は北西方向に流下する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：新編大阪地盤図 付図（1987 コロナ社） 

図 6.9-1 事業実施区域周辺の地下水位コンター図 

 

(2)予測の概要 

予測項目：工事の実施に伴う地下水への影響 

予測地点：事業実施区域全体を対象とした 

予測方法：高架構造物や地下構造物の築造に伴う掘削による地下水への影響を定性的に 

予測する方法  

Ｎ 



 

6-32 

 

(3)事業の影響要因 

本事業の実施における地下水への影響要因を表 6.9-2 に示す。 

 

表 6.9-2 本事業の実施に伴う地下水への影響要因 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・土地の掘削 

 

高架工事に伴う

掘削 

高架工事、跨線橋

の撤去工事及び

(都)大阪和泉泉

南線の地下化工

事に伴う掘削 

高架工事及びト

ンネル工事に伴

う掘削 

高架工事に伴う

掘削 

 

(4)予測結果 

本事業の実施による地下水への影響の予測結果を表 6.9-3 に示す。 

 

表 6.9-3 地下水への影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・土地の掘削 

 

高架工事に伴う

掘削が地下水に

与える影響は、

Ｂ、Ｃ案よりも小

さいと予測され

る。 

高架工事、跨線橋

の撤去工事及び

(都)大阪和泉泉

南線の地下化工

事に伴う掘削が

地下水に与える

影響は、Ａ、Ｄ案

よりも大きいと

予測される。 

高架工事及びト

ンネル工事に伴

う掘削が地下水

に与える影響は、

Ａ、Ｄ案よりも大

きいと予測され

る。 

高架工事に伴う

掘削が地下水に

与える影響は、

Ｂ、Ｃ案よりも小

さく、また、Ａ案

と同等であると

予測される。 

 

 

(5)評価 

本事業の実施による地下水への影響の評価結果を表 6.9-4 に示す。 

 

表 6.9-4 地下水への影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

 

◎ 

工事に伴う地下水

への影響は、Ｂ、Ｃ

案よりも小さいと

考えられる。 

△ 

工事に伴う地下水

への影響は、Ａ、Ｄ

案よりも大きいと

考えられる。 

△ 

工事に伴う地下水

への影響は、Ａ、Ｄ

案よりも大きいと

考えられる。 

◎ 

工事に伴う地下水

への影響は、Ｂ、Ｃ

案よりも小さいと

考えられる。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 
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6.10  人と自然との触れ合い活動の場 

(1)現況 

事業実施区域周辺の人と自然との触れ合い活動の場の状況は、図 6.10-1 に示すとおりで

ある。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.10-1 事業実施区域周辺の人と自然との触れ合い活動の場 

 

  

Ｎ 



 

6-34 

 

(2)予測の概要 

予測項目：人と自然との触れ合い活動の場へのアクセスに及ぼす影響 

予測地点：事業実施区域の周辺道路 

予測方法：工事車両の発生やそれに起因する交通渋滞、また、工事に伴う周辺の幹線道路

利用の制限によりアクセス道路に及ぼす影響を定性的に予測する方法 

 

(3)事業の影響要因 

本事業の実施が人と自然との触れ合い活動の場に及ぼす影響要因を表 6.10-1 に示す。 

本事業は、工事車両の発生に起因する交通渋滞により周辺の触れ合い活動の場へのアクセ

ス道路に及ぼす影響が想定される。 

 

表 6.10-1 人と自然との触れ合い活動の場に及ぼす影響要因 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・工事車両総台数 
約 60,200 台 約 72,200 台 約 105,600 台 約 58,200 台 

工事の実施 

・道路の存在 

周辺の幹線道路

の利用が制限さ

れることはない

と考えられる。 

跨線橋の撤去工

事及び(都)大阪

和泉泉南線の地

下化工事中に、幹

線道路の利用が

大きく制限され

る可能性がある。 

周辺の幹線道路

の利用が制限さ

れることはない

と考えられる。 

周辺の幹線道路

の利用が制限さ

れることはない

と考えられる。 

 

(4)予測結果 

本事業の実施が人と自然との触れ合い活動の場に及ぼす影響の予測結果を表 6.10-2 に示

す。 

 

表 6.10-2 人と自然との触れ合い活動の場に及ぼす影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・工事車両総台数 

・道路の存在 

 

工事車両の発生

に伴う交通渋滞

が、アクセス道路

に及ぼす影響は、

Ｄ案に次いで小

さいと予測され

る。 

工事車両の発生

に伴う交通渋滞

に加え、幹線道路

の利用が大きく

制限されること

で、アクセス道路

に及ぼす影響は、

最も大きいと予

測される。 

工事車両の発生

に伴う交通渋滞

がアクセス道路

に及ぼす影響は、 

Ａ、Ｄ案より大き

いと予測される。 

工事車両の発生

に伴う交通渋滞

が、アクセス道路

に及ぼす影響は、

最も小さいと予

測される。 
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(5)評価 

本事業の実施が人と自然との触れ合い活動の場に及ぼす影響の評価を表 6.10-3 に示す。 

 

表 6.10-3 人と自然との触れ合い活動の場に及ぼす影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

 

○ 

人と自然との触

れ合い活動の場

に及ぼす影響は

Ｂ案と比較して

小さいと考えら

れる。 

工事車両の走行

ルートや走行時

間帯を分散する

等の対策を実施

し、影響を低減す

ることが可能と

考えられる。 

△ 

他案同様の対策

を実施しても、人

と自然との触れ

合い活動の場に

及ぼす影響は最

も大きいと考え

られる。 

 

○ 

人と自然との触

れ合い活動の場

に及ぼす影響は

Ｂ案と比較して

小さいと考えら

れる。 

工事車両の走行

ルートや走行時

間帯を分散する

等の対策を実施

し、影響を低減す

ることが可能と

考えられる。 

○ 

人と自然との触

れ合い活動の場

に及ぼす影響は

Ｂ案と比較して

小さいと考えら

れる。 

工事車両の走行

ルートや走行時

間帯を分散する

等の対策を実施

し、影響を低減す

ることが可能と

考えられる。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 
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6.11  景観（都市景観、歴史的・文化的景観） 

(1)現況 

事業実施区域周辺の景観資源、文化施設及び眺望点の分布を図 6.11-1 に示す。 

また、堺東駅の東部から南部は、「百舌鳥古墳群周辺景観地区」として都市計画決定がさ

れており、図 6.11-2 に示すとおり、百舌鳥古墳群及び周辺地区における歴史まちづくり重

点区域に指定されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.11-1 事業実施区域周辺の景観資源、文化施設及び眺望点の分布 

 

  

Ｎ 
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出典：「別冊 堺市景観計画～百舌鳥古墳群周辺地域-」（平成 27 年 9月 堺市） 

図 6.11-2 百舌鳥古墳群の歴史まちづくり重点区域と景観特性 

 

(2)予測の概要 

予測項目：施設等の存在に伴う周辺景観への影響 

予測地点：堺市役所 21Ｆ展望ロビー、永山古墳 

予測方法：施設の存在に伴う景観への影響について、写真やイメージ図を用いて視覚的に

予測する方法 

 

(3)景観への影響要因 

本事業の実施が景観に及ぼす影響の要因を表 6.11-1 に示す。 

 

表 6.11-1 本事業の実施が景観に及ぼす影響要因 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

施設 

等の 

存在 

高架構造物 

堺東駅周辺(2 層高架) 

浅香山駅周辺(1 層高架) 

高架構造物 

堺東駅周辺(1 層高架) 

浅香山駅周辺(1 層高架) 

地下構造物 

堺東駅周辺(1 層地下) 

高架構造物 

浅香山駅周辺(1 層高架) 

高架構造物 

堺東駅周辺(2 層高架) 

浅香山駅周辺(1 層高架) 

 

  

事業実施区域 

第一種低層住宅専用地域の 
低層住宅によるまちなみ 

戦前に市街化するも 

ゆとりある低層住宅が広がる 

ゆとりと潤いある 
風致地区のまちなみ 

戦前に市街化 
低層建築物が主体 

戦前に市街化 
低層建築物が主体 

三国ヶ丘周辺の商業系用途 
地域で高度利用が図られている 

長尾街道 ⑤方違神社 

⑥旧天王貯水池 
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(4)予測結果 

本事業の実施による景観への影響の予測結果を表 6.11-2(1)、6.11-2(2)及び図 6.11-3(1)

～6.11-3(3)に示す。 

 

表 6.11-2(1) 主要眺望点からの景観に及ぼす影響の予測結果（中・遠景） 

区分 主要な眺望点 
事業実施 
区域の方向 

視認性 変化の程度（各案共通） 

施設等

の存在 
永山古墳 北 × 

現況・計画とも掘割区間のため、景観は変化しない。 
（図6.11-3(1）参照） 

市役所 21F 

展望ロビー 
南東～北東 ○ 

高架構造物は認識できるが、都心部の景観構成要素の
一部に調和し、変化は小さい。（図6.11-3(2) 参照） 

視認性の凡例  ○：高架構造物が眺望可能、 ×：既存建物等に遮蔽されほとんど見えない 

 

表 6.11-2(2) 隣接地区からの景観に及ぼす影響の予測結果（近景） 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

施設等 

の存在 

浅香山 

駅周辺 
高架構造物により圧迫感が発生する可能性があると予測される。 

堺東駅 

周辺 

高架構造物(2層高
架)は、Ｂ案より高
さは高いが、ほぼ
同じくらいの圧迫
感が生じると予測
される。 

高架構造物(1 層高
架)について圧迫感
が生じると予測さ
れる。 

地下構造物のた
め景観の阻害等
は最も少ないと
予測される。 

高架構造物(2層高
架)は、Ｂ案より高
さは高いが、ほぼ
同じくらいの圧迫
感が生じると予測
される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.11-3(1) 永山古墳から南海高野線の眺望（掘割区間のため視認できず） 

仁徳天皇陵古墳 

 

南海高野線(掘割区間) 

永山古墳 
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※ 黄色線は高架構造物の位置を示す 

図 6.11-3(2) 市役所 21F 展望ロビーより南海高野線の眺望  
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図 6.11-3(3) 高架構造物近景イメージ図 
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(5)評価 

本事業の実施による景観に及ぼす影響の評価結果を表 6.11-3 に示す。 

 

表 6.11-3 景観に及ぼす影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

施設等の存在 ○ 

中遠景については、

高架構造物は認識

できるが、都心部の

景観構成要素の一

部に調和し、変化は

小さいと考えられ

る。 

近景については、圧

迫感は感じられる

ものの、構造物の色

彩等に配慮し、景観

への影響を極力抑

えることで影響を

低減することが可

能と考えられる。 

○ 

中遠景については、

高架構造物は認識

できるが、都心部の

景観構成要素の一

部に調和し、変化は

小さいと考えられ

る。 

近景については、圧

迫感は感じられる

ものの、構造物の色

彩等に配慮し、景観

への影響を極力抑

えることで影響を

低減することが可

能と考えられる。 

 

◎ 

（地下構造区間） 

景観に大きな影響は

ないと考えられる。 

（高架構造区間） 

中遠景については、

高架構造物は認識で

きるが、都心部の景

観構成要素の一部に

調和し、変化は小さ

いと考えられる。 

近景については、圧

迫感は感じられるも

のの、構造物の色彩

等に配慮し、景観へ

の影響を極力抑える

ことで影響を低減す

ることが可能と考え

られる。 

○ 

中遠景については、

高架構造物は認識

できるが、都心部の

景観構成要素の一

部に調和し、変化は

小さいと考えられ

る。 

近景については、圧

迫感は感じられる

ものの、構造物の色

彩等に配慮し、景観

への影響を極力抑

えることで影響を

低減することが可

能と考えられる。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 
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6.12  地球環境（地球温暖化） 

(1)現況 

堺市全体の温室効果ガス排出量の推移は図 6.12-1 に示すとおりであり、2009～2013 年度

は増加傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堺市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（平成 29 年 8月策定） 

図 6.12-1 堺市の温室効果ガス排出量の推移 

 

(2)予測の概要 

予測項目：工事期間中の温室効果ガス排出状況 

予測地点：事業実施区域全体を対象とした 

予測方法：複数案(４案)の排出状況について定性的に比較する方法 
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(3)事業の影響要因 

本事業の実施に伴う温室効果ガスの発生要因を表 6.12-1 に示す。 

 

表 6.12-1 本事業の実施に伴う温室効果ガスの発生要因 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工

事

の

実

施 

建
設
機
械
の
稼
働 

工事期間 
（用地買収を除く） 

約 13 年 約 23 年 約 20 年 約 11 年 

発生源となる工

事の概要 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

・跨線橋の撤去工事 

・(都)大阪和泉泉南

線の地下化工事 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

・トンネル工事 

・高架構造物及び 

側道の築造工事 

工
事
車
両
の
走
行 

工事車両総台数 約 60,200 台 約 72,200 台 約 105,600 台 約 58,200 台 

 

(4)予測結果 

本事業の実施に伴う地球温暖化への影響の予測結果を表 6.12-2 に示す。 

 

表 6.12-2 地球温暖化への影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・建設機械の稼働 

 

温室効果ガスに

よる地球温暖化

への影響はＢ、Ｃ

案より小さいと

予測される。 

高架構造物及び側

道の築造工事だけ

でなく、跨線橋の撤

去工事及び(都)大

阪和泉泉南線の地

下化工事を実施す

るため、温室効果ガ

スによる地球温暖

化への影響はＡ、Ｄ

案よりも大きいと

予測される。 

高架構造物及び

側道の築造工事

だけでなくトン

ネル工事を実施

するため、温室効

果ガスによる地

球温暖化への影

響はＡ、Ｄ案より

も大きいと予測

される。 

 

温室効果ガスに

よる地球温暖化

への影響はＢ、Ｃ

案より小さく、ま

た、Ａ案と同等で

あると予測され

る。 

工事の実施 

・工事車両の走行 

工事車両台数は

Ｂ、Ｃ案より少な

いため、温室効果

ガスによる地球

温暖化への影響

はＢ、Ｃ案より小

さいと予測され

る。 

工事車両台数はＣ

案に次いで多いた

め、温室効果ガスに

よる地球温暖化へ

の影響はＣ案に次

いで大きいと予測

される。 

工事車両台数は

最も多いため、温

室効果ガスによ

る地球温暖化へ

の影響は最も大

きいと予測され

る。 

 

工事車両台数は

Ｂ、Ｃ案より少な

いため、温室効果

ガスによる地球

温暖化への影響

はＢ、Ｃ案より小

さく、また、Ａ案

と同等であると

予測される。 
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(5)評価 

本事業の実施に伴う地球温暖化への影響の評価については、表 6.12-3 に示すとおりである。 

 

表 6.12-3 地球温暖化への影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 ◎ 

工事(高架工事、

側道工事)に伴っ

て排出される温

室効果ガスの地

球温暖化への影

響はＢ、Ｃ案より

も小さいと考え

られる。 

高効率機械の選

定や高負荷運転

の防止等の対策

により、地球温暖

化への影響を低

減することが可

能と考えられる。 

○ 

工事(高架工事、

側道工事、跨線橋

の撤去工事、(都)

大阪和泉泉南線

の地下化工事)に

伴って排出され

る温室効果ガス

はＣ案に次いで

多いと考えられ

る。 

高効率機械の選

定や高負荷運転

の防止等の対策

を実施しても、地

球温暖化への影

響はＣ案に次い

で大きいと考え

られる。 

△ 

工事(高架工事、

側道工事、トンネ

ル工事)に伴って

排出される温室

効果ガスは、最も

も多いと考えら

れる。 

高効率機械の選

定や高負荷運転

の防止等の対策

を実施しても、地

球温暖化への影

響は最も大きい

と考えられる。 

 

◎ 

工事(高架工事、

側道工事)に伴っ

て排出される温

室効果ガスの地

球温暖化への影

響はＢ、Ｃ案より

も小さいと考え

られる。 

高効率機械の選

定や高負荷運転

の防止等の対策

により、地球温暖

化への影響を低

減することが可

能と考えられる。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 
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6.13  廃棄物等 

(1)予測の概要  

予測項目：構造物の築造に伴い発生する廃棄物等の発生量 

予測地点：事業実施区域全体を対象とした 

予測方法：複数案(４案)の廃棄物等の発生量を予測し、定量的に比較する方法 

 

(2)事業の影響要因 

本事業の実施に伴う廃棄物等の発生要因を表 6.13-1 に示す。 

 

表 6.13-1 本事業の実施に伴う廃棄物等の発生要因 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・土地の掘削等 

 

・高架構造物及び

側道の築造工事 

・高架構造物及び側道

の築造工事 

・跨線橋の撤去工事 

・(都)大阪和泉泉南線

の地下化工事 

・高架構造物及び側

道の築造工事 

・トンネル工事 

・高架構造物及び

側道の築造工事 
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(3)予測結果 

本事業の実施に伴い発生する廃棄物等の予測結果を表 6.13-2 に示す。 

 

表 6.13-2 廃棄物等の発生量の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・土地の掘削等 

 

建設発生土及び

残 塊 等 の 約

213,300t の発生

が予測される。 

建設発生土及び

残 塊 等 の 約

354,900t の発生

が予測される。 

建設発生土、残塊

及び廃泥等の約

890,400t の発生

が予測される。 

建設発生土及び

残 塊 等 の 約

213,300t の発生

が予測される。 

注）既存の検討資料・既工事事例等を参考に廃棄物の発生量を推定。 

 

(4)評価 

本事業の実施に伴い発生する廃棄物等の評価結果を表 6.13-3 に示す。 

 

表 6.13-3 廃棄物等の発生による影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

 

◎ 

工事(高架工事、

側道工事)に伴っ

て排出される廃

棄物等は最も少

なく、減量化・再

資源化等の適切

な処理を実施す

ることで、環境へ

の負荷を低減す

ることが可能と

考えられる。 

○ 

工事(高架工事、

側道工事、跨線橋

の撤去工事、(都)

大阪和泉泉南線

の地下化工事)に

伴って排出され

る廃棄物等はＣ

案に次いで多い

が、減量化・再資

源化等の適切な

処理を実施する

ことで、環境への

負荷を低減する

ことが可能と考

えられる。 

△ 

工事(高架工事、

側道工事、トンネ

ル工事)に伴って

排出される廃棄

物等は最も多い

ため、減量化・再

資源化等の適切

な処理を実施し

ても、環境へ与え

る影響は最も大

きいと考えられ

る。 

 

◎ 

工事(高架工事、

側道工事)に伴っ

て排出される廃

棄物等は最も少

なく、減量化・再

資源化等の適切

な処理を実施す

ることで、環境へ

の負荷を低減す

ることが可能と

考えられる。 

 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 
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6.14  安全（交通） 

(1)現況 

周辺の道路交通の状況は、3.1.4 交通の状況に示したとおりである。 

(都)北公園布忍線及び(都)大阪和泉泉南線の交通量は、表 6.14-1 のとおりである。 

 

表 6.14-1 事業実施区域周辺の主要道路における交通量（平成 27 年度） 

（単位：台） 

路線名 
区間 

番号 

交通量 

観測地点名 

平日昼間 12 時間(7～19 時) 

自動車類交通量 

平日 24 時間 

自動車類交通量 

小型車 大型車 合計 小型車 大型車 合計 

(都)北公園布忍線 
40050 堺区車之町西 1 丁  8,009 2,167 10,176 10,711 2,721 13,432 

40060 北区北長尾町 6 丁  8,383 1,585 9,968 11,599 2,134 13,733 

(都)大阪和泉泉南線 

40400 堺区北清水町 2 丁  18,867 1,420 20,287 25,022 2,771 27,793 

40410 堺区南向陽町 2 丁  16,137 1,036 17,173 21,219 2,136 23,355 

40420 堺区三国ヶ丘御幸通 16,625 1,527 18,152 22,132 2,736 24,668 

40430 堺区大仙西町 6 丁  22,556 1,754 24,310 30,196 2,257 32,453 

出典：「平成27年度 道路交通センサス交通量図 大阪府（平日）」（近畿地方整備局道路部ホームページ） 

「平成27年度 全国道路･街路交通情勢調査(道路交通センサス)一般交通量調査 集計表」 

（国土交通省道路局ホームページ）を基に作成 

 

(2)予測の概要 

予測項目：事業実施区域周辺の工事期間を対象とした交通状況、また、施設供用後の交通状況 

予測地点：事業実施区域周辺の道路とした 

予測方法：複数案(４案)の安全(交通)への影響を定性的に予測する方法 

 

(3)事業の影響要因 

本事業の実施が安全（交通）に及ぼす影響要因を表 6.14-2 に示す。 

 

表 6.14-2 本事業の実施が交通の安全(交通)に及ぼす影響要因 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

・工事車両の走行 

 

・工事期間：約 13 年 
（用地買収を除く） 

・工事車両: 

約 60,200 台 

・工事期間：約23年 
（用地買収を除く） 

・工事車両: 

約 72,200 台 

・工事期間：約20年 
（用地買収を除く） 

・工事車両: 

約 105,600台 

・工事期間：約11年 
（用地買収を除く） 

・工事車両: 

約 58,200台 

施設等の存在 鉄道構造の高架

化により 10 箇所

の踏切がすべて

除却される。 

鉄道構造の高架

化により 10 箇所

の踏切がすべて

除却される。 

浅香山5号踏切が

地下から地上へ

の変化区間とな

るため、通行がで

きない。 

鉄道構造の高架

化により 10 箇所

の踏切がすべて

除却される。 
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(4)予測結果 

本事業の実施が交通の安全（交通）に及ぼす影響の予測結果を表 6.14-3 に示す。 

 

表 6.14-3 安全（交通）への影響の予測結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

 

工事車両台数及

び工事期間はＢ、

Ｃ案よりも少な

いため、安全(交

通 )への影響は

Ｂ、Ｃ案より小さ

いと予測される。 

 

工事車両台数は

Ｃ案に次いで多

く、工事期間は最

も長いため、Ａ、

Ｄ案よりも安全

(交通)への影響

は大きいと予測

される。 

工事車両台数は

最も多く、工事期

間はＢ案に次い

で長いため、Ａ、

Ｄ案よりも安全

(交通)への影響

は大きいと予測

される。 

工事車両台数及

び工事期間はＢ、

Ｃ案よりも少な

いため、安全(交

通 )への影響は

Ｂ、Ｃ案より小さ

く、また、Ａ案と

同等であると予

測される。 

施設等の存在 鉄道構造の高架

化により 10 箇所

の踏切が除却さ

れ、安全(交通)へ

の影響が低減す

ると予測される。 

鉄道構造の高架

化により 10 箇所

の踏切が除却さ

れ、安全(交通)へ

の影響が低減す

ると予測される。 

浅香山5号踏切が 

通行できず、東西

の横断には大き

な迂回が必要と

なるため、安全

(交通)への影響

が最も大きいと

予測される。 

鉄道構造の高架

化により 10 箇所

の踏切が除却さ

れ、安全(交通)へ

の影響が低減す

ると予測される。 
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(5)評価 

本事業の実施が交通の安全（交通）に及ぼす影響の評価結果を表 6.14-4 に示す。 

表 6.14-4 安全（交通）への影響の評価結果 

区分 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 Ｄ案 

工事の実施 

 

◎ 

安全(交通)への

影響は小さいと

考えられる。ま

た、工事車両の走

行ルートや走行

時間帯を分散す

る等の対策を実

施し、影響を低減

することが可能

と考えられる。 

△ 

工事車両の走行ル

ートや走行時間帯

を分散する等の対

策を実施しても、

跨線橋の撤去工事

及び(都)大阪和泉

泉南線の地下化工

事に伴う影響が大

きいと考えられる

ため、Ａ、Ｄ案と

比較して安全(交

通)に与える影響

も大きいと考えら

れる。 

△ 

工事車両の走行

ルートや走行時

間帯を分散する

等の対策を実施

しても、トンネル

工事に伴う影響

が大きいと考え

られるため、Ａ、

Ｄ案と比較して

安全(交通)に与

える影響も大き

いと考えられる。 

 

◎ 

安全(交通)への

影響は小さいと

考えられる。 

工事車両の走行

ルートや走行時

間帯を分散する

等の対策を実施

し、影響を低減す

ることが可能と

考えられる。 

施設等の存在 ◎ 

踏切をすべて除

却するため、渋滞

等が解消され、安

全(交通)への影

響を改善するこ

とができると考

えられる。 

◎ 

踏切をすべて除

却するため、渋滞

等が解消され、安

全(交通)への影

響を改善するこ

とができると考

えられる。 

△ 

浅香山5号踏切が

通行できないた

め、東西の横断に

は大きな迂回が

必要となり、安全

(交通)への影響

が最も大きいと

考えられる。 

◎ 

踏切をすべて除

却するため、渋滞

等が解消され、安

全(交通)への影

響を改善するこ

とができると考

えられる。 

凡例 ： ◎ 他案と比較して環境影響は最も軽微である又は対策を実施すれば環境影響を大幅に低減できる。 

○ 他案と比較して環境影響は軽微である又は対策を実施すれば環境影響を軽減できる。 

△ 他案と比較して環境影響が大きい又は対策を実施しても環境影響の低減が困難である。 




